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防衛事業適合事業者が取り扱う秘密の保護に関する関係訓令の実施要領につ

いての一部改正について（通知） 

 

 

 標記について、防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成２７年防衛

装備庁訓令第２５号）第５３条第１項、防衛装備庁における秘密保全に関する訓令（平成

２７年防衛装備庁訓令第２６号）第５９条第１項、防衛装備庁における特定秘密の保護に

関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２７号）第４８条及び装備品等秘密の指定等に

関する訓令の解釈及び運用について（装装保第４２２４号。令和６年３月１３日）第８並

びに装備品等及び役務の調達における情報セキュリティの確保について（防装庁（事）第

１３７号。令和４年３月３１日）第３項第３号及び第１０項並びに防衛事業適合事業者制

度等に関する訓令（令和７年防衛装備庁訓令第１９号）第１９条の規定に基づき、防衛事

業適合事業者が取り扱う秘密の保護に関する関係訓令の実施要領について（装装保第７０

３８号。令和８年３月３１日）の一部を下記のとおり改正したので通知する。 

 

記 

 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げ

るその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、改正後欄に掲

げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

 



改正後 改正前 

防衛事業適合事業者が取り扱

う秘密の保護及び防衛事業適

合事業者による情報セキュリ

ティの確保に関する関係訓令

の実施要領について（通知） 

 

 標記について、防衛装備庁における特別

防衛秘密の保護に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２５号）第５３条第１

項、防衛装備庁における秘密保全に関する

訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２６

号）第５９条第１項、防衛装備庁における

特定秘密の保護に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２７号）第４８条及び装

備品等秘密の指定等に関する訓令の解釈及

び運用について（装装保第４２２４号。令

和６年３月１３日）第８並びに装備品等及

び役務の調達における情報セキュリティの

確保について（防装庁（事）第１３７号。

令和４年３月３１日）第３項第３号及び第

１０項並びに防衛事業適合事業者制度等に

関する訓令（令和７年防衛装備庁訓令第１

９号）第１９条の規定に基づき、防衛事業

適合事業者が取り扱う秘密の保護について

別紙第１のとおり、防衛事業適合事業者に

よる情報セキュリティの確保について別紙

第２のとおり、それぞれ定めたので通知す

る。 

なお、別紙第１の第１６並びに第１７第

３項及び第４項の規定は、防衛事業適合事

業者契約締結後において新たに締結した秘

密取扱原因契約から適用するものとし、防

衛事業適合事業者契約を締結する場合にお

ける履行中の秘密情報等の保全に関する特

約条項の変更要領について（装装保第１２

５４６号。令和７年６月３０日）により申

請した秘密取扱原因契約については、なお

防衛事業適合事業者が取り扱

う秘密の保護に関する関係訓

令の実施要領について（通

知） 

 

 

標記について、防衛装備庁における特別

防衛秘密の保護に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２５号）第５３条第１

項、防衛装備庁における秘密保全に関する

訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２６

号）第５９条第１項、防衛装備庁における

特定秘密の保護に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２７号）第４８条及び装

備品等秘密の指定等に関する訓令の解釈及

び運用について（装装保第４２２４号。令

和６年３月１３日）第８並びに防衛事業適

合事業者制度等に関する訓令（令和７年防

衛装備庁訓令第１９号）第１９条の規定に

基づき、別紙のとおり定めたので通知す

る。 

なお、別紙の第１６並びに第１７第３項

及び第４項の規定は、防衛事業適合事業者

契約締結後において新たに締結した秘密取

扱原因契約から適用するものとし、防衛事

業適合事業者契約を締結する場合における

履行中の秘密情報等の保全に関する特約条

項の変更要領について（装装保第１２５４

６号。令和７年６月３０日）により申請し

た秘密取扱原因契約については、なお従前

の例による。 

 

 

 

 

 

 



従前の例による。 

 

添付書類：別紙第１及び別紙第２ 

写送付先：陸上幕僚監部指揮通信システ

ム・情報部長、陸上幕僚監部装備計画部

長、海上幕僚監部指揮通信情報部長、海上

幕僚監部装備計画部長、航空幕僚監部運用

支援・情報部長及び航空幕僚監部装備計画

部長 

 

別紙第１ 

 

防衛事業適合事業者が取り扱

う秘密の保護に関する関係訓

令の実施要領について 

 

第１ 趣旨 

［略］ 

 

第６ 防衛事業適合事業者への特定資料又

は特定物件の提供及び返却 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者に特定資料又は特定物件を提供する場

合は、その旨を付紙様式第１により、当

該防衛事業適合事業者に通知するものと

し、あわせて当該防衛事業適合事業者を

管轄する地方防衛局調達部長等に共有す

るものとする。 

２～３ ［略］ 

４ 秘密の管理職員は、前２項の規定によ

り防衛事業適合事業者に特定資料又は特

定物件の保有を継続させると判断したと

きは、その旨を付紙様式第２により、当

該防衛事業適合事業者に通知するものと

する。 

 

第８ 制限区域 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

 

 

添付書類：別紙 

写送付先：陸上幕僚監部指揮通信システ

ム・情報部長、陸上幕僚監部装備計画部

長、海上幕僚監部指揮通信情報部長、海上

幕僚監部装備計画部長、航空幕僚監部運用

支援・情報部長航空幕僚監部装備計画部長 

 

 

別紙 

 

防衛事業適合事業者が取り扱

う秘密の保護に関する関係訓

令の実施要領について 

 

第１ 趣 旨 

  ［同左］ 

 

第６ 防衛事業適合事業者への特定資料又

は特定物件の提供及び返却 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者に特定資料又は特定物件を提供する場

合は、その旨を別紙様式第１号により、

当該防衛事業適合事業者に通知するもの

とし、あわせて当該防衛事業適合事業者

を管轄する地方防衛局調達部長等に共有

するものとする。 

２～３ ［同左］ 

４ 秘密の管理職員は、前２項の規定によ

り防衛事業適合事業者に特定資料又は特

定物件の保有を継続させると判断したと

きは、その旨を別紙様式第２号により、

当該防衛事業適合事業者に通知するもの

とする。 

 

第８ 制限区域 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業



者が制限区域を設定しようとする場合に

おいて、当該制限区域における特定の特

定資料等の取扱いにより予想される秘密

の保全上の脅威を分析し、その結果に照

らし、当該制限区域の場所、当該制限区

域を使用する目的、期間、時間等を勘案

した上で、当該防衛事業適合事業者が当

該特定資料等を情報漏えいの蓋然性の極

めて低い環境で安全に取り扱うことがで

きると認めたときは、当該防衛事業適合

事業者から、設定の期間及び時間、予想

される秘密の保全上の脅威並びに管理者

の配置、制限区域の境界の設定及び管

理、制限区域の監督及び監視、制限区域

への立入りの制限、管理規則の整備その

他当該防衛事業適合事業者が講じる制限

区域の設定及び運用に係る秘密の保全上

の対応策について、付紙様式第３によ

り、地方防衛局調達部長等を経て申請さ

せるものとする。 

２ 前項の申請を受けた秘密の管理職員

は、申請に係る制限区域における防衛事

業適合事業者による特定の特定資料等の

取扱いの必要性、当該制限区域における

特定資料等の取扱いに伴い予想される秘

密の保全上の脅威並びに当該防衛事業適

合事業者が当該制限区域において講じる

制限区域の設定及び運用に係る秘密の保

全上の対応策の妥当性の詳細について確

認の上、秘密の保全上の支障が生じない

と判断した場合は、当該制限区域に配置

される管理者に対する教育資料を作成し

た上で、付紙様式第４により装備保全管

理課長に進達するものとする。 

３ 前項の進達を受けた装備保全管理課長

は、申請に係る制限区域の秘密の保全上

の妥当性を判断し、その設置を認める場

合は、付紙様式第５により承認するもの

者が制限区域を設定しようとする場合に

おいて、当該制限区域における特定の特

定資料等の取扱いにより予想される秘密

の保全上の脅威を分析し、その結果に照

らし、当該制限区域の場所、当該制限区

域を使用する目的、期間、時間等を勘案

した上で、当該防衛事業適合事業者が当

該特定資料等を情報漏えいの蓋然性の極

めて低い環境で安全に取り扱うことがで

きると認めたときは、当該防衛事業適合

事業者から、設定の期間及び時間、予想

される秘密の保全上の脅威並びに管理者

の配置、制限区域の境界の設定及び管

理、制限区域の監督及び監視、制限区域

への立入りの制限、管理規則の整備その

他当該防衛事業適合事業者が講じる制限

区域の設定及び運用に係る秘密の保全上

の対応策について、別紙様式第３号によ

り、地方防衛局調達部長等を経て申請さ

せるものとする。 

２ 前項の申請を受けた秘密の管理職員

は、申請に係る制限区域における防衛事

業適合事業者による特定の特定資料等の

取扱いの必要性、当該制限区域における

特定資料等の取扱いに伴い予想される秘

密の保全上の脅威並びに当該防衛事業適

合事業者が当該制限区域において講じる

制限区域の設定及び運用に係る秘密の保

全上の対応策の妥当性の詳細について確

認の上、秘密の保全上の支障が生じない

と判断した場合は、当該制限区域に配置

される管理者に対する教育資料を作成し

た上で、別紙様式第４号により装備保全

管理課長に進達するものとする。 

３ 前項の進達を受けた装備保全管理課長

は、申請に係る制限区域の秘密の保全上

の妥当性を判断し、その設置を認める場

合は、別紙様式第５号により承認するも



とする。この場合において、装備保全管

理課長は、地方防衛局調達部長等に情報

保全体制の変更に係る現地調査等を行わ

せることができる。 

４ ［略］ 

５ 制限区域を解除（ 承認を受けた期間

が満了した場合を含む。）した場合は、

秘密の管理職員は、当該防衛事業適合事

業者から、付紙様式第６により、地方防

衛局調達部長等を経て装備保全管理課長

に届出させるものとする。 

 

第１０ 下請負事業者への交付及び伝達 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が下請負事業者（秘密を取り扱う業務

を行うことについての許可を受けた下請

負事業者に限る。次項において同じ。） 

に特定資料等を提供するときは、あらか

じめ、当該防衛事業適合事業者から付紙

様式第７により申請させるものとする。

ただし、あらかじめ秘密の管理職員から

当該提供について許可を得ている場合

は、この限りでない。 

２ 秘密の管理職員は、前項の申請があっ

た場合は、同項の防衛事業適合事業者が

履行する秘密取扱原因契約及びこれとは

別に執られた同項の下請負事業者に対す

る下請負に係る手続に照らし、当該申請

に係る特定資料等を当該下請負事業者に

提供する必要性並びにその方法、手段等

及び日時の妥当性について審査し、当該

申請について許可するときにあっては付

紙様式第８により、当該申請について許

可しないときにあっては任意の書式によ

り、当該防衛事業適合事業者に通知する

ものとする。 

 

第１１ 防衛事業適合事業者による特定資

のとする。この場合において、装備保全

管理課長は、地方防衛局調達部長等に情

報保全体制の変更に係る現地調査等を行

わせることができる。 

４ ［同左］ 

５ 制限区域を解除（ 承認を受けた期間

が満了した場合を含む。）した場合は、

秘密の管理職員は、当該防衛事業適合事

業者から、別紙様式第６号により、地方

防衛局調達部長等を経て装備保全管理課

長に届出させるものとする。 

 

第１０ 下請負事業者への交付及び伝達 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が下請負事業者（秘密を取り扱う業務

を行うことについての許可を受けた下請

負事業者に限る。次項において同じ。） 

に特定資料等を提供するときは、あらか

じめ、当該防衛事業適合事業者から別紙

様式第７号により申請させるものとす

る。ただし、あらかじめ秘密の管理職員

から当該提供について許可を得ている場

合は、この限りでない。 

２ 秘密の管理職員は、前項の申請があっ

た場合は、同項の防衛事業適合事業者が

履行する秘密取扱原因契約及びこれとは

別に執られた同項の下請負事業者に対す

る下請負に係る手続に照らし、当該申請

に係る特定資料等を当該下請負事業者に

提供する必要性並びにその方法、手段等

及び日時の妥当性について審査し、当該

申請について許可するときにあっては別

紙様式第８号により、当該申請について

許可しないときにあっては任意の書式に

より、当該防衛事業適合事業者に通知す

るものとする。 

 

第１１ 防衛事業適合事業者による特定資



料及び特定物件の作成 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が特定資料又は特定物件を作成しよう

とするときは、あらかじめ、当該防衛事

業適合事業者から付紙様式第９により申

請させるものとする。ただし、秘密取扱

原因契約において当該特定資料又は特定

物件の作成が認められている場合は、こ

の限りでない。 

２ 秘密の管理職員は、前項の申請があっ

た場合は、同項の防衛事業適合事業者が

履行する秘密取扱原因契約に照らし、当

該申請に係る特定資料又は特定物件を当

該防衛事業適合事業者が作成する必要性

並びにその数量、日時、実施場所及び実

施者の妥当性について審査し、当該作成

について許可するときにあっては付紙様

式第１０により、当該作成について許可

しないときにあっては任意の書式によ

り、当該防衛事業適合事業者に通知する

ものとする。 

３ ［略］ 

 

第１２ 防衛事業適合事業者による秘密の

取扱いの報告 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者による特定資料又は特定物件の接受、

作成、送達及び廃棄について、付紙様式

第１１により報告させるものとする。 

２ ［略］ 

 

第１７ 経過措置 

１～３ ［略］ 

４ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が、防衛事業適合事業者でない事業者

に下請負を行おうとする場合は、令和１

０年３月３１日までの間、付紙様式第１

２により申請させるものとする。 

料及び特定物件の作成 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が特定資料又は特定物件を作成しよう

とするときは、あらかじめ、当該防衛事

業適合事業者から別紙様式第９号により

申請させるものとする。ただし、秘密取

扱原因契約において当該特定資料又は特

定物件の作成が認められている場合は、

この限りでない。 

２ 秘密の管理職員は、前項の申請があっ

た場合は、同項の防衛事業適合事業者が

履行する秘密取扱原因契約に照らし、当

該申請に係る特定資料又は特定物件を当

該防衛事業適合事業者が作成する必要性

並びにその数量、日時、実施場所及び実

施者の妥当性について審査し、当該作成

について許可するときにあっては別紙様

式第１０号により、当該作成について許

可しないときにあっては任意の書式によ

り、当該防衛事業適合事業者に通知する

ものとする。 

３ ［同左］ 

 

第１２ 防衛事業適合事業者による秘密の

取扱いの報告 

１ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者による特定資料又は特定物件の接受、

作成、送達及び廃棄について、別紙様式

第１１号により報告させるものとする。 

２ ［同左］ 

 

第１７ 経過措置 

１～３ ［同左］ 

４ 秘密の管理職員は、防衛事業適合事業

者が、防衛事業適合事業者でない事業者

に下請負を行おうとする場合は、令和１

０年３月３１日までの間、別紙様式第１

２号により申請させるものとする。 



５ 前項の場合において、秘密の管理職員

は、同項の防衛事業適合事業者が履行す

る秘密取扱原因契約及び別に執られた当

該下請負事業者に対する下請負に係る手

続に照らし、当該下請負事業者の秘密保

護措置が適切に実施されており、当該下

請負事業者に取り扱わせる特定資料等の

範囲が適切であるかについて確認し、当

該下請負について許可するときにあって

は付紙様式第１３により、当該下請負に

ついて許可しないときにあっては任意の

書式により、当該防衛事業適合事業者に

通知するものとする。 

６ ［略］ 

 

付紙様式第１ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第１） ［略］ 

 

付紙様式第２ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第２） ［略］ 

  

付紙様式第３ ［略］ 

 

付紙様式第３ 記載要領等 ［略］ 

 

付紙様式第４ ［略］ 

 

付紙様式第４ 記載要領等 ［略］ 

 

付紙様式第５ ［略］ 

 

付紙様式第６ ［略］ 

 

付紙様式第７ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第７） ［略］ 

５ 前項の場合において、秘密の管理職員

は、同項の防衛事業適合事業者が履行す

る秘密取扱原因契約及び別に執られた当

該下請負事業者に対する下請負に係る手

続に照らし、当該下請負事業者の秘密保

護措置が適切に実施されており、当該下

請負事業者に取り扱わせる特定資料等の

範囲が適切であるかについて確認し、当

該下請負について許可するときにあって

は別紙様式第１３号により、当該下請負

について許可しないときにあっては任意

の書式により、当該防衛事業適合事業者

に通知するものとする。 

６ ［同左］ 

 

別紙様式第１号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第１号） ［同左］ 

  

別紙様式第２号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第２号） ［同左］ 

 

別紙様式第３号 ［同左］ 

  

別紙様式第３号 記載要領等 ［同左］ 

 

別紙様式第４号 ［同左］ 

 

別紙様式第４号 記載要領等 ［同左］ 

 

別紙様式第５号 ［同左］ 

 

別紙様式第６号 ［同左］ 

 

別紙様式第７号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第７号） ［同左］ 



 

付紙様式第８ ［略］ 

 

付紙様式第９ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第９） ［略］ 

 

付紙様式第１０ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第１０） ［略］ 

 

付紙様式第１１ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第１１） ［略］ 

 

付紙様式第１２ ［略］ 

 

属紙（付紙様式第１２） ［略］ 

 

付紙様式第１３ ［略］ 

 

 

別紙第２ 

 

防衛事業適合事業者による情

報セキュリティの確保に関す

る関係訓令の実施要領につい

て 

 

第１ 趣旨 

この要領は、装備品等及び役務の調達

における情報セキュリティの確保につい

て（防装庁（事）第１３７号。令和４年

３月３１日。以下「確保通達」とい

う。）第３項第３号及び防衛事業適合事

業者制度等に関する訓令（令和７年防衛

装備庁訓令第１９号。以下「適合事業者

訓令」という。）第１９条の規定に基づ

 

別紙様式第８号 ［同左］ 

 

別紙様式第９号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第９号） ［同左］ 

 

別紙様式第１０号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第１０号） ［同左］ 

 

別紙様式第１１号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第１１号） ［同左］ 

 

別紙様式第１２号 ［同左］ 

 

別紙（別紙様式第１２号） ［同左］ 

 

別紙様式第１３号 ［同左］ 

 

 

［別紙第２を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



き、防衛装備庁の装備品等及び役務の調

達に関する契約の相手方が防衛事業適合

事業者である場合において、当該相手方

による当該契約に係る情報セキュリティ

の確保のため、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

第２ 用語の定義 

この要領において用いる用語の意義

は、適合事業者訓令、防衛事業適合事業

者制度等に関する訓令の実施要領につい

て（装装保第１４８４６号。令和７年７

月３１日。以下第５第５項において「実

施要領」という。）並びに確保通達第２

項第１号及び第２号に定めるところによ

るものとする。 

 

第３ 適用の範囲 

１ 装備品等及び役務の調達に関する契約

の相手方である防衛事業適合事業者（以

下「契約相手方防衛事業適合事業者」と

いう。）及び当該契約相手方防衛事業適

合事業者の下請負事業者に当該契約の履

行のため保護すべき情報を取り扱わせる

場合は、原則として、この要領の規定を

他の規則の規定に優先して適用するもの

とする。 

２ この要領に定める規定と他の規則の規

定との適用関係に疑義が生じた場合は、

前項の規定の趣旨に従い、防衛装備庁装

備政策部装備保全管理課長（以下「装備

保全管理課長」という。）が決定すると

ころによるものとする。 

 

第４ 保護すべき情報の指定 

調達要求をする者（以下「要求元」と

いう。）は、装備品等及び役務の調達要

求を行うに当たり、次に掲げる情報を保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



護すべき情報として指定することを基本

とする。 

⑴ 保護情報取扱原因契約の履行過程に

おいて契約相手方防衛事業適合事業者

に取り扱わせる取扱い上の注意を要す

る文書等及び注意電子計算機情報の取

扱いについて（防防調第４６０８号。

１９．４．２７）第１第２項に規定す

る取扱い上の注意を要する文書等及び

同通達第８に規定する注意電子計算機

情報 

⑵ 保護情報取扱原因契約の履行過程に

おいて契約相手方防衛事業適合事業者

が生成する情報のうち、次に掲げる情

報（装備品等の能力をおおよそ識別で

きる情報を含む。） 

ア 前号の情報の一部を含んでいる情

報 

イ 解釈又は分析により、前号の情報

又は公にすることによって安全保障

に影響を及ぼす可能性のある情報が

類推できる情報 

ウ 契約相手方防衛事業適合事業者が

取り扱う情報を組み合わせた結果、

前号の情報又は公にすることによっ

て安全保障に影響を及ぼす可能性の

ある情報が類推できる情報 

 

第５ 契約への適用 

１ 要求元は、付紙様式第１に定める保護

すべき情報の指定に関するチェックシー

ト（以下「チェックシート」という。）

を用いて、保護すべき情報として指定す

べきものの有無等を判断するものとす

る。なお、当該チェックシートは、契約

に至る過程が記録された文書として取り

扱うものとする。 

２ 要求元は、確保通達第３項第１号に規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定する仕様書を補足する細部資料とし

て、付紙様式第２に定める情報セキュリ

ティ指定書を作成するものとする。 

３ 要求元は、装備品等及び役務の調達要

求に係る書類を契約担当官等に送付する

際、併せて記入済みのチェックシートを

送付するものとする。 

４ 前項の規定により記入済みのチェック

シートの送付を受けた契約担当官等は、

要求元による保護すべき情報として指定

すべきものの有無等の判断の妥当性につ

いて、装備品等及び役務の調達要求の内

容及び当該記入済みのチェックシートの

内容に照らし点検するものとする。 

５ 契約担当官等は、第３項の規定により

送付を受けた装備品等及び役務の調達に

関し、保護すべき情報として指定すべき

ものがあると認めた場合は、保護情報取

扱原因契約に実施要領別紙第１の第１１

第３項第２号に定める特約条項を付すに

当たり、当該調達に係る保護すべき情報

が契約相手方防衛事業適合事業者の情報

保全体制の下で確実に取り扱われるよう

措置するものとする。 

６ 要求元は、保護すべき情報の指定の変

更等を行う必要があると認めた場合は、

当該保護すべき情報の指定に係る情報セ

キュリティ指定書の変更等を行い、当該

情報セキュリティ指定書に係る契約担当

官等に通知するものとする。この場合に

おいて、当該契約担当官等は、当該変更

等について、付紙様式第３を基準とし

て、当該変更等に係る保護すべき情報を

取り扱う契約相手方防衛事業適合事業者

に対する監査の協力の依頼を受けた地方

防衛局調達部長等（以下「監査実施地方

防衛局調達部長等」という。）及び装備

保全管理課長に通知するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者から保護情報取扱原因契約の

履行過程において生成した情報につい

て、保護すべき情報に該当するか否か等

に係る問合せを受けた場合は、当該保護

すべき情報を指定した要求元に確認し、

その結果を書面で得た上で、これを当該

契約相手方防衛事業適合事業者に送付す

るものとする。 

 

第６ 取扱者名簿 

１ 契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者に対し、付紙様式第４及び付

紙様式第５を基準として、要求元又は業

務上必要と認める者（以下「要求元等」

という。）に取扱者名簿を届け出るよう

求めるものとする。 

２ 前項の取扱者名簿に記載する内容は、

保護すべき情報に接する者の氏名、生年

月日、所属する部署、役職、国籍、住

所、業務内容及び履行中の他の保護情報

取扱原因契約の下で保護すべき情報を取

り扱う者としての確認の有無とする。 

３ 要求元等は、前項の規定による取扱者

名簿の届出があったときは、次の各号に

掲げる観点からその記載内容に不備がな

いことを確認するものとする。この場合

において、不備があることを確認したと

きは、届出をした契約相手方防衛事業適

合事業者に対して再度の提出又は補正を

求めるものとする。 

 ⑴ 記載漏れがなく、かつ、記載内容が

正確であること。 

 ⑵ 取扱者の保護すべき情報を取り扱う

業務内容が明確に記載されているこ

と。 

４ 要求元等は、前項の規定による確認を

するに当たり、必要に応じ、装備保全管

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



理課長に取扱者名簿の記載事項について

照会するものとする。この場合におい

て、要求元等は、装備保全管理課長に当

該取扱者名簿の写しを送付するものとす

る。 

５ 要求元等は、前２項の規定による確認

を行った場合において、取扱者名簿の全

部又は一部について不同意とするとき

は、付紙様式第６を基準として、届出を

した契約相手方防衛事業適合事業者にそ

の旨を通知するものとする。 

６ 要求元等は、届出のあった取扱者名簿

に不備のないことを確認し、これを受領

したときは、届出をした契約相手方防衛

事業適合事業者に付紙様式第７の取扱者

名簿受領書を交付するものとする。 

７ 要求元等が受領した取扱者名簿に変更

が生じた場合は、前各項の手続に準じた

手続をとるものとする。 

 

第７ 保護すべき情報の交付 

１ 契約担当官等及び要求元等は、契約相

手方防衛事業適合事業者に保護すべき情

報を交付する場合は、第６第６項の規定

により交付した取扱者名簿受領書の提示

を求めるとともに、保護すべき情報を記

録する箇所に、下線を引いて明示する、

枠で囲んで明示する又は文頭及び文末に

括弧を付して明示する等の措置をとるも

のとし、併せて、保護すべき情報のリス

ト等を交付するものとする。 

２ 前項の保護すべき情報のリスト等は、

付紙様式第８を基準として作成するもの

とする。 

３ 契約担当官等及び要求元等は、第１項

の規定により契約相手方防衛事業適合事

業者に保護すべき情報のリスト等を交付

した場合は、当該保護すべき情報のリス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ト等に記載された文書又はデータファイ

ルを当該契約相手方防衛事業適合事業者

が受領したことを確認できるよう記載を

求め、受領書の提出を求めるものとす

る。 

４ 契約担当官等及び要求元等は、前項の

規定による受領書の提出を受けた場合

は、同項の契約相手方防衛事業適合事業

者が同項の文書又はデータファイルを受

領した旨を監査実施地方防衛局調達部長

等に通知するものとする。 

 

第８ 適合下請負事業者による保護すべき

情報の取扱いの手続 

監査実施地方防衛局調達部長等は、監

査対象である契約相手方防衛事業適合事

業者から防衛事業適合事業者契約を締結

している下請負事業者（以下「適合下請

負事業者」という。）に保護すべき情報

を取り扱わせることについての届出を受

けた場合は、当該届出に係る保護すべき

情報の取扱いが当該適合下請負事業者と

の防衛事業適合事業者契約の範囲内で行

われることを確認した上で、契約担当官

等に進達するものとする。 

 

第９ 未適合下請負事業者による保護すべ

き情報の取扱いの手続 

１ 監査実施地方防衛局調達部長等は、監

査対象である契約相手方防衛事業適合事

業者から防衛事業適合事業者契約を締結

していない下請負事業者（以下「未適合

下請負事業者」という。）に保護すべき

情報を取り扱わせることについての申請

を受けた場合は、当該契約相手方防衛事

業適合事業者による当該未適合下請負事

業者の確認の内容を点検の上、当該未適

合下請負事業者に保護すべき情報を取り

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



扱わせることの可否又は当該未適合下請

負事業者の情報保全体制を直接確認する

必要性についての意見を付して、契約担

当官等に進達するものとする。 

２ 前項の進達を受けた契約担当官等は、

当該進達に係る未適合下請負事業者に保

護すべき情報を取り扱わせることの可否

を判断するに当たり、その情報保全体制

を直接確認する必要があると認めたとき

は、当該進達に係る契約相手方防衛事業

適合事業者に対して行う監査の例に倣い

情報保全体制を確認するものとする。 

３ 契約担当官等は、第１項の進達又は前

項の確認の結果を踏まえ、当該進達に係

る未適合下請負事業者による保護すべき

情報の取扱いについての承認又は不承認

を決定するものとする。この場合におい

て、決定の内容については、付紙様式第

９を基準として、第１項の契約相手方防

衛事業適合事業者に通知するとともに、

その写しを同項の監査実施地方防衛局調

達部長等に送付するものとする。 

 

第１０ 未適合下請負事業者に対する監査 

１ 第９第３項の規定により未適合下請負

事業者による保護すべき情報の取扱いを

承認した場合において当該未適合下請負

事業者による保護すべき情報の取扱いに

関する監査を行う監査官は、当該承認に

係る申請を行った契約相手方防衛事業適

合事業者に対する監査を行う監査官とす

る。 

２ 監査実施地方防衛局調達部長等は、同

項の未適合下請負事業者が保護すべき情

報を大量に保管している場合、当該未適

合下請負事業者による保護すべき情報の

取扱い期間が短期間である場合その他未

適合下請負事業者による保護すべき情報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



の適正な取扱いを促し、又は確認する必

要がある場合は、前項の監査官に当該未

適合下請負事業者に対する監査を行わせ

るものとする。 

３ 前項の規定による監査は、防衛事業適

合事業者制度等に係る地方防衛局による

検査等の実施要領について（装装保第１

４８６２号。令和７年７月３１日）別紙

第２に照らして行うものとする。この場

合において、同項の監査官は、監査に必

要な資料を契約担当官等に要求すること

ができるものとする。 

 

第１１ 保護情報取扱原因契約履行後の保

護すべき情報の取扱いに関する協議 

  契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者から、保護情報取扱原因契約

履行後においても当該契約相手方防衛事

業適合事業者が引き続き保護すべき情報

を保有することを希望する旨の協議を受

けた場合は、その可否について書面によ

り明示的に回答するものとする。保護す

べき情報の保有を認めた契約相手方防衛

事業適合事業者から、その下請負事業者

であった者に当該保護すべき情報を取り

扱わせることを希望する旨の協議を受け

た場合も同様とする。 

 

第１２ 保護すべき情報の第三者への開示

に関する協議 

１ 契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者から、保護すべき情報の第三

者への開示に係る協議を受けた場合は、

協議の内容について、当該協議に係る調

達の要求元に照会するものとする。 

２ 前項の規定により照会を受けた要求元

は、保護情報取扱原因契約を履行する上

で第三者に保護すべき情報を開示する必

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



要性を検討した上で、当該第三者への開

示の可否について同項の契約担当官等に

回答するものとする。 

３ 前項の回答を受けた契約担当官等は、

当該回答の内容に従い、付紙様式第１０

を基準として、第１項の契約相手方防衛

事業適合事業者に回答するものとする。 

 

第１３ 事故等発生時の連絡体制及び措置 

１ 契約相手方防衛事業適合事業者又はそ

の下請負先若しくはその委託先において

事故等（情報セキュリティ事故及び情報

セキュリティ事象をいう。以下同じ。）

が発生した場合の連絡体制は、別図を基

準とする。 

２ 契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者に対し、事故等が発生した場

合の防衛装備庁の報告先を周知するもの

とする。この場合において、契約相手方

防衛事業適合事業者の下請負先又は委託

先における事故等の報告については、当

該契約相手方防衛事業適合事業者を通じ

て契約担当官等に報告するよう周知する

ものとする。 

３ 契約相手方防衛事業適合事業者から事

故等の報告を受けた装備保全管理課長

は、当該事故等が及ぼす影響を勘案し、

当該事故等についての情報を装備政策部

長その他関係者に迅速に報告し、及び関

係部署に共有するものとする。 

４ 前項の規定により事故等の報告を受け

た装備政策部長は、当該事故等が及ぼす

影響を勘案し、その必要があると認めた

ときは、事故等への対処の方針を定め、

事故等に係る事実関係、原因、経過、影

響等を調査し、必要な対策等を講じるも

のとする。この場合において、契約相手

方防衛事業適合事業者からの事故等の報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



告（契約相手方防衛事業適合事業者が行

う事故等の調査結果を含む。）を勘案

し、その必要があると認めたときは、当

該契約相手方防衛事業適合事業者又はそ

の下請負先若しくは委託先に対する調査

を行うものとする。 

５ 装備政策部長は、前項の調査を終え、

必要な対策等を講じたときは、防衛装備

庁長官に報告するとともに、当該事故等

が及ぼす影響を勘案し、必要に応じ、防

衛大臣に報告するものとする。 

６ 装備保全管理課長は、事故等の調査の

進展により判明した事項について、防衛

省に及ぼす影響を勘案し、随時、契約担

当官等その他当該事項を必要とする関係

者又は関係部署に情報共有を行うものと

する。 

 

第１４ 契約相手方防衛事業適合事業者に

対する改善要求 

１ 契約担当官等は、事故等の調査の結

果、事故等が契約相手方防衛事業適合事

業者の情報保全体制に起因すると認めら

れる場合は、付紙様式第１１を基準とし

て当該契約相手方防衛事業適合事業者に

通知し、改善措置をとらせるとともに、

その写しを装備保全管理課長に送付する

ものとする。 

２ 契約担当官等は、契約相手方防衛事業

適合事業者から前項の改善措置について

報告を受けた場合は、当該改善措置の内

容を確認し、その結果を防衛装備庁長官

に報告するとともに、装備保全管理課長

及び調達管理部調達企画課長（保護情報

取扱原因契約が中央調達（装備品等及び

役務の調達実施に関する訓令（昭和４９

年防衛庁訓令第４号。）第３条に規定す

る中央調達をいう。）である場合に限

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



る。以下同じ。）並びに当該調達に係る

要求元に通知するものとする。 

 

第１５ 事故等に関する契約上の処置 

１ 契約担当官等は、第１３に規定する事

故等の調査の結果を踏まえ、当該事故等

に係る保護情報取扱原因契約の履行に与

える影響等を検討し、付紙様式第１２を

基準として協議書を作成し、装備保全管

理課長を経て防衛装備庁長官の決裁を受

けた上で、当該保護情報取扱原因契約に

係る要求元と協議するものとする。 

２ 契約担当官等は、前項の規定による協

議が整った場合は、所要の処置を講ずる

ため同項の要求元及び同項の事故等に係

る契約相手方防衛事業適合事業者と協議

した上で、契約物品等の処置、損害があ

る場合の処置その他事故等の処置に関す

る必要な事項について、付紙様式第１３

を基準として当該契約相手方防衛事業適

合事業者との合意書の案を作成するもの

とする。 

３ 契約担当官等は、前項の規定により作

成した合意書の案について、調達管理部

調達企画課長を経て、防衛装備庁長官の

決裁を受けるものとする。 

４ 契約担当官等は、前項の規定による決

裁を得て契約相手方防衛事業適合事業者

と合意書を締結した場合は、その写しを

装備保全管理課長、調達管理部調達企画

課長及び当該契約相手方防衛事業適合事

業者の監査実施地方防衛局調達部長等並

びに当該合意書に係る要求元に送付する

ものとする。 

 

第１６ 保護情報取扱原因契約の変更・解

除 

１ 契約担当官等は、第１５第４項の規定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



により締結した合意書に基づき保護情報

取扱原因契約の変更又は解除を行う必要

がある場合は、そのために必要な手続を

行うものとする。 

２ 契約担当官等は、第１５第４項の規定

により締結した合意書に基づき契約相手

方防衛事業適合事業者に対し損害賠償を

請求する場合は、当該合意書に関係書類

を添付の上、速やかに、歳入徴収官に対

し損害賠償債権の発生を通知するものと

する。 

 

第１７ 保護情報取扱原因契約履行後に取

り扱う保護すべき情報に関する事故等の

処置 

第１１の規定により保護情報取扱原因

契約を履行した後に保護すべき情報を取

り扱う防衛事業適合事業者又はその下請

負先若しくはその委託先において事故等

が発生した場合の対応については、第１

３から第１６までの規定の例に倣い処置

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

［付紙様式第１を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第２を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

［付紙様式第３を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第４を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第５を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第６を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第７を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第８を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第９を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第１０を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第１１を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第１２を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式第１３を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［別図を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

［別記様式を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 



 


